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○
市
税

90
億
５
千
369
万
４
千
円

質　

疑　

平
成
30
年
度
の
歳

入
予
算
が
約
90
億
円
と
、
震
災

前
の
水
準
と
ほ
ぼ
同
額
に
な
る

と
想
定
さ
れ
て
い
る
が
、
新
年

度
以
降
の
見
通
し
に
つ
い
て
。

答　

弁　

市
税
総
額
で
は
確

か
に
ほ
ぼ
同
額
だ
が
、
震
災
前

と
は
構
成
比
が
異
な
る
。
22
年

度
は
市
民
税
が
33
％
で
あ
っ
た

が
、
新
年
度
で
は
40
％
。
次
に

固
定
資
産
税
で
は
、
22
年
度
が

60
％
で
あ
っ
た
が
、
新
年
度
で

は
47
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
今
後
の
見
通
し
に
つ

い
て
は
、
個
人
市
民
税
・
法
人

市
民
税
と
も
当
初
予
算
を
上
回

る
減
収
と
な
っ
て
お
り
、
市
民

税
に
つ
い
て
は
平
成
28
年
度
を

ピ
ー
ク
と
し
て
、
新
年
度
も
同

程
度
減
少
し
て
い
く
も
の
と
試

算
し
て
い
る
。

○
地
域
お
こ
し
協
力
隊
活
動
事
業

５
千
433
万
５
千
円

【
主
な
内
容
】

　

都
市
地
域
か
ら
新
た
な
担
い

手
と
な
る
人
材
を
受
け
入
れ
、

活
力
あ
る
持
続
可
能
な
地
域
づ

く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
地
域

お
こ
し
協
力
隊
を
採
用
し
、
地

域
お
こ
し
協
力
隊
制
度
を
活
用

し
た
「
Ｎ
ｅ
ｘ
ｔ　

Ｃ
ｏ
ｍ
ｍ

ｏ
ｎ
ｓ　

Ｌ
ａ
ｂ
南
相
馬
」
を

設
立
す
る
。

・
事
業
内
容

　

地
域
お
こ
し
協
力
隊
員
の
活

動
予
定
人
数　

15
人

質　

疑　

こ
の
事
業
は
、
都
市

地
域
か
ら
住
民
票
を
移
動
し
、

生
活
拠
点
を
移
し
た
者
に
対
し

て
地
域
ブ
ラ
ン
ド
や
地
場
産
品

の
開
発
・
販
売
・
Ｐ
Ｒ
等
の
地

域
協
力
活
動
を
担
っ
て
も
ら

い
、
こ
の
地
域
へ
の
定
住
・
定

着
を
図
る
取
組
だ
が
、
ど
の
よ

う
な
産
業
分
野
を
担
っ
て
い
た

だ
く
方
を
招
こ
う
と
し
て
い
る

の
か
。

答　

弁　

受
け
入
れ
対
象
と
な

る
産
業
分
野
と
し
て
は
、
ビ
ジ

ネ
ス
を
手
段
と
し
て
社
会
問
題

を
解
決
し
た
り
、
収
益
事
業
を

行
い
な
が
ら
社
会
貢
献
へ
の
取

組
み
、
ま
た
飲
食
店
を
核
と
し

た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
、
さ
ら
に

ド
ロ
ー
ン
技
術
や
観
光
振
興
と

い
っ
た
分
野
を
想
定
し
て
い
る
。

定
例
会３月議会

○
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金

５
億
７
千
200
万
円

質　

疑　

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附

金
に
つ
い
て
は
、
そ
も
そ
も
制

度
上
の
不
備
を
つ
い
た
制
度
運

用
に
な
っ
て
い
る
の
で
な
い
か

と
の
懸
念
が
あ
る
。
自
治
体
に

対
す
る
寄
附
の
控
除
の
仕
組
み

と
、運
用
の
考
え
方
に
つ
い
て
。

答　

弁　

通
常
、
地
方
公
共
団

体
へ
の
寄
附
は
税
額
控
除
で
は

な
く
、
所
得
に
対
す
る
控
除
で

あ
る
が
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
つ

い
て
は
税
額
控
除
と
い
う
制
度

で
あ
る
。
本
市
と
し
て
は
、
本

市
が
直
接
事
業
を
行
う
よ
り
も

民
間
が
代
わ
っ
て
行
う
方
が
、

結
果
と
し
て
住
民
福
祉
の
向
上

に
資
す
る
内
容
で
あ
れ
ば
、
こ

の
制
度
を
活
用
す
る
こ
と
も
一

つ
の
方
策
だ
と
考
え
て
い
る
。

　３月議会は３月５日から 26 日までの
22 日間行われ、議案 72 件（条例関係
23 件、人事関係 8 件、予算関係 31 件、
その他 10 件）報告 1 件を審議し、原
案通り可決しました。

定
例
会

最重点方針１　「復興のさらなる推進」
最重点方針２　「旧避難指示区域の再生」
最重点方針３　「生産年齢人口の拡大」

一般会計予算規模

平成30年度

５１６億円
前年度比　▲73億円（▲12.5％）
震災関連事業

230億円
前年度比　▲87億円

▲27.4％減

通常事業

286億円
前年度比　 　14億円

5.1％増

平成 30年度　南相馬市一般会計予算について

平成 30年度　南相馬市一般会計当初予算の概要

方　針

○は新規事業新主な事業
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1,900万円

1,299万円

99万円

77万円

1,396万円

6億1,715万円

1,890万円

5,300万円

里山再生モデル事業

鹿島駅周辺環境整備事業

教育先進地との教員交流
研修事業

被災者支援格差解消事業
（高速道路通行料）

全国植樹祭開催推進事業

プレミアム付事業再開・
帰還促進券発行事業

復興総合計画策定事業

若者等世帯定住促進事業

　国見山森林公園を里山の再生モデルとして、除染
を行い、被災及び荒廃箇所を修復し、里山機能の回
復を図り、震災以前の「憩いの場」として再生させる。

　鹿島駅自転車置場整備工事等を実施する。

　本市の教員が、教育先進地に勤務する教員との交流研修を通
じて、多様な教育実践を体験することにより、教員としての実践
力の向上を図るとともに、その交流の成果を本市の学習向上や
特色ある学校づくりの推進に生かす。

　旧避難指示区域等と同様に、区域等外の被災市
民に対し、新たに高速道路通行料の負担軽減が実
施できるよう関係機関との協議等を実施する。

　第69回全国植樹祭会場周辺の環境整備を行うと
ともに、参加できない市民が植樹祭の状況を見るこ
とができる会場を設置する。

　南相馬市全域を対象に事業参加を希望する店舗等
で利用できるプレミアム付事業再開・帰還促進券を発
行する実行委員会等に対し、負担金等を支出する。

　復興総合計画後期基本計画の策定を１年間早め、
市長任期と連動した計画とするため、計画期間を４
年間とする後期基本計画を策定する。

　本市への定住を促進し、地域での世代間支え合い環境
を整え、地域コミュニティ創生による地域活力の活性化
を図るため、民間賃貸住宅へ入居及び住宅を取得する場
合に奨励金を交付する。

新

新

新

新

「力強く活力を生み出す年」
～旧避難指示区域の再生と生産年齢人口の

拡大に全力で取り組む予算～

歳
　
　
入

歳
　
　
出

地
域
お
こ
し
協
力
隊


